平成２８年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容
平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容
	備　考

	Ⅰ　次世代育成に関する要望
１．子育て支援施策の充実

（１）「子ども・子育て支援新制度」
について
	◆予算項目以外の状況

○新たな子育て支援制度の構築
・H24.8 子ども・子育て関連３法公布

　・H25.4 子ども・子育て会議の設置

　・H25.8 子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）の策定

　・H27.4 本格施行

	

	（２）保育所等整備補助の充実と
制度改善について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○保育所等の整備支援　　　　　　　　　　　 　　〔全〕709億円

（〔全〕554億円）

※賃貸方式や国有地も活用した保育所整備から名称変更
	〔全〕992億円
※その他、安心こども基金の事業実施期限を１年延長し、基金の残額を活用して整備補助を継続するとともに、新たに基金を積み増し

	

	（３）放課後児童健全育成事業の
充実について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○放課後児童クラブ関係                     　　〔全〕575億円

・うち運営費等　　                   　　    〔全〕432億円

（〔全〕432億円）

・うち整備費　　　　　　　　　 　　  　　　　〔全〕143億円
   （〔全〕143億円）


	〔全〕575億円

〔全〕446億円

〔全〕129億円
	

	２．児童家庭福祉施策の充実

（１）児童虐待対策の充実について

　①児童相談所における人員体制の強化等

　②市町村における相談体制等の

充実

③全国共通ダイヤルの無料化

④委託一時保護児童への支援体制
強化


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○児童虐待防止対策の強化、社会的養護の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕※1,245億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　  （〔全〕※1,198億円の内数）


	〔全〕※1,295億円の内数
	※虐待を受けた子ども等への支援

	
	◆予算項目以外の状況

・全国共通ダイヤルの無料化についての対応はなし

・児童福祉士の平成28年度地方交付税措置において、人口170万人あたり3名増員措置

（36名→39名）
	

	（２）児童養護施設等の小規模化・
家庭的養護の推進について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○社会的養護の充実　　　　　　　　　〔全〕※1,245 億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕※1,181億円の内数）

	※〔全〕1,295億円の内数


	※虐待を受けた子ども等への支援

	（３）ひとり親家庭等自立支援対策
の推進について
　①児童扶養手当制度等の運用

　②ひとり親家庭等就業支援施策
のさらなる推進

　③寡婦（夫）控除の適用拡大
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○児童扶養手当　　　 　　　　　　　　　　　　〔全〕1,706億円

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 （〔全〕1,718億円）

○ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進　 　　〔全〕124億円

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（〔全〕 75億円）

	〔全〕１，７４６億円

〔全〕112億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない。

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（４）子どもの貧困対策の推進に
ついて
	◆概算要求の状況　内閣府
○子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業　　〔全〕２４億円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　（補正：〔全〕２４億円）

	補正：〔全〕２４億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

・国において、「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」として、ひとり親家庭・多子世帯等自立支援策及び児童虐待防止対策の「施策の方向性」をとりまとめ、政策パッケージを策定予定

	

	Ⅱ　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進

（１）障がい者福祉制度の充実に
ついて

　①新たな障がい者福祉制度の創設

　②難病対策に合わせた障がい福祉サービスの対象者の拡大
	◆概算要求の状況　厚生労働省 
○障がい福祉サービス関係費　　　　　 　　〔全〕1兆1,672億円

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（〔全〕1兆  849億円）


	〔全〕1兆1,560億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
H24.6.27障害者総合支援法公布

H25.4.1  障害者総合支援法施行

　H26.4.1  障害者総合支援法未施行部分施行（障がい支援区分等）

・障害者総合支援法施行後3年を目途とした障がい福祉サービスの在り方等の見直しについて、社会保障審議会障害者部会において、「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて～社会保障審議会障害者部会報告書～」をとりまとめ、公表（H27.12）＜①②関連＞
・難病対策における医療費助成の対象疾患の範囲拡大に合わせ、障がい福祉サービスの対象も130→151疾病に拡大（Ｈ27.1～）。さらに、151→332疾病に拡大（Ｈ27.7～）＜②関連＞

	

	（２）支給決定手続き等の透明化、
明確化及び国庫負担基準に
ついて

　①支給決定に係る明確な判断基準
の確立

　②国庫負担基準等の見直し
	◆予算項目以外の状況【再掲】
H24.6.27障害者総合支援法公布

H25.4.1  障害者総合支援法施行

　H26.4.1  障害者総合支援法未施行部分施行（障がい支援区分等）

・障害者総合支援法施行後3年を目途とした障がい福祉サービスの在り方等の見直しについて、社会保障審議会障害者部会において、「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて～社会保障審議会障害者部会報告書～」をとりまとめ、公表（H27.12）

	

	（３）地域生活支援事業について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域生活支援事業の着実な実施　　　　　　　　　〔全〕470億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕464億円）
	　　　　　〔全〕464億円

※障がい程度区分認定事務等の一部事務の税源移譲により、国庫補助の廃止、交付税措置について国で調整中


	

	
	◆予算項目以外の状況【再掲】
・障害者総合支援法施行後3年を目途とした障がい福祉サービスの在り方等の見直しについて、社会保障審議会障害者部会において、「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて～社会保障審議会障害者部会報告書～」をとりまとめ、公表（H27.12）

	

	（４）地域移行・地域生活の
さらなる推進について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○良質な障がい福祉サービスの確保　　　　　　　〔全〕9,953億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕9,330億円）

○地域生活支援事業の着実な実施【再掲】　　　　　〔全〕470億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕464億円）

○長期入院の精神障がい者の地域移行・地域定着支援の推進

〔全〕1.1億円及び※470億円の内数

　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕1.3億円及び※464億円の内数）

	　　　　　〔全〕9,701億円

　　　　　　〔全〕464億円

〔全〕80百万円及び

　　　　 ※464億円の内数
	※地域生活支援事業


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（５）障がい者支援施設の運営体
制・機能の強化等について

　①福祉サービス提供体制の基盤

強化

②障がい者支援施設における支援の質的向上


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備〔全〕93億円

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕26億円）
	　　　　　 〔全〕70億円
	

	（６）障がい児支援施策について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域における障がい児支援の推進　　　　　　 〔全〕1.312億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕1,120億円）


	〔全〕1,458億円
	

	（７）発達障がい児者支援策の
充実について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○発達障がい児・発達障がい者の　　　　〔全〕※470億円の内数

　地域支援機能の強化　　　　　　　　　〔全〕※464億円の内数）

○発達障がい児・発達障がい者の支援手法の開発や
支援に携わる人材の育成など　　　　　　　　　　〔全〕2.1億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕1.2億円）

○発達障がいの早期支援 　　　　　　　　〔全〕※470億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （〔全〕※464億円の内数）


	〔全〕※464億円の内数
〔全〕1.9億円

〔全〕※464億円の内数
	※地域生活支援事業

	（８）重症心身障がい児者の支援
について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域生活支援事業の着実な実施　　　　 〔全〕※470億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕※464億円の内数）

　障がい者等の社会参加の推進等を図るため、以下の任意事業を追加・
拡充する。（抜粋）

　・重症心身障がい児者コーディネーター等養成研修等事業（市）

　・医療型短期入所事業所確保事業（県）


	〔全〕※464億円の内数
	※地域生活支援事業

	（９）高次脳機能障がい者の支援について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
〇地域生活支援事業の着実な実施　　　　 〔全〕※470億円の内数

（〔全〕※464億円の内数）


	〔全〕※464億円の内数
	※地域生活支援事業

	（10）障害者差別解消法の円滑な
施行並びに障がい者虐待防止

対策への支援について 

　①障害者差別解消法の円滑な施行

　②障がい者虐待防止対策への支援
	◆概算要求の状況　内閣府・厚生労働省
○共生社会の形成等・障がい者施策の推進（内閣府）〔全〕1.2億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕1.2億円）

○障がい児・障がい者虐待防止などに関する

総合的な施策の推進（厚生労働省） 　　〔全〕※470億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕※464億円の内数）


	〔全〕1.2億円

〔全〕※464億円の内数
	※地域生活支援事業

	
	◆予算項目以外の状況＜①関連＞
H25.6　　　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」成立、「障害者の雇用の促進等に関する法律」改正

H26.1　　　「障害者の権利に関する条約」締結

H27.2　　　「障害を理由とする差別の解消に関する基本方針」閣議決定

H27.11～　省庁ごとに国職員等「対応要領」及び事業分野別の「対応指針」順次策定


	

	（11）手話言語法（仮称）の制定について
	◆予算項目以外の状況
・平成28年12月24日現在、手話言語法に関する意見書が、全都道府県と1,740の区市町村（残り１町）で可決

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．障がい者の就労支援の強化

（１）障がい福祉計画の目標達成に
向けた就労支援の抜本的強化に
ついて

　①就労移行支援事業の抜本的強化

　②障害者就業・生活支援センターの体制の充実等

　③就労継続支援A型事業の強化等


	◆概算要求の状況　厚生労働省
〇障害者就業・生活支援センター事業の推進

　　　　　　　　　　　　　 〔全〕7.5億円及び※470億円の内数
　　　　　　　 　　　　　 （〔全〕8.1億円及び※464億円の内数）

○就労支援の充実強化　　　　　　　　　 〔全〕※470億円の内数

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 （〔全〕※464億円の内数）
	〔全〕7.5億円及び

※464億円の内数
〔全〕※464億円の内数
	※地域生活支援事業

	（２）福祉的就労の充実・強化に
ついて
	◆概算要求の状況　厚生労働省
〇工賃向上のための取組の推進　　　　　　　　　　〔全〕2.3億円
（〔全〕2.8億円）

○農福連携による障がい者の就農促進　　　　　　　〔全〕1.1億円
（新規）

	　　　　　　〔全〕2.3億円

〔全〕1.1億円
	

	（３）在宅就労に対するさらなる
支援について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい者等の活躍推進

・障がい者の多様な働き方と職域の拡大  　〔全〕0.7億円の内数
（新規）

	〔全〕0.7億円の内数
	

	（４）障害者総合支援法の対象と
なる難病患者等への就労支援
について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい者等の活躍推進　　　　　　　 　　〔全〕155億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 （〔全〕109億円の内数）

・地域就労支援力の強化等による障がい者及び企業への職場定着支援の拡充

・障がい者の多様な働き方と職域の拡大

・精神障がい者、発達障がい者、難病患者に対するさらなる支援の
拡充等

	〔全〕138億円の内数
	

	Ⅲ　介護保険制度、高齢者福祉に
関する要望
１．介護保険制度の見直し

（１）持続可能な介護保険制度の
確立

（２）保険料の徴収について

（３）介護保険制度における低所得者対策の充実

①保険料の見直し

②利用料の見直し
（４）財政調整制度の改善

（５）要介護認定等の事務のあり方

（６）適用除外施設の退所者への住
所地特例適用について

（７）介護サービス事業者等の努力
を促す仕組みづくりについて
（８）介護保険事業費補助金（介護
報酬改定等に伴うシステム改修
事業）について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○持続可能な介護保険制度の運営　　　　   〔全〕2兆8,175億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕2兆7.109億円）

○適切な介護サービス提供に向けた取組の支援　　　 〔全〕90億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（〔全〕111億円）


	　　　〔全〕２兆8,140億円

　　　　　　〔全〕109億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の所得要件に、非課税年金の額を含めて判定する改正を予定【平成28年8月施行】
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．高齢者保健福祉施策の充実

（１）地域包括ケアシステムの構築について

　①医療との連携強化

　②生活支援・介護予防の充実

　③権利擁護の推進

　④地域包括支援センターの機能

強化

　⑤認知症施策の推進

　⑥徘徊高齢者を含む行方不明者の検索システムについて

（２）在宅高齢者福祉の推進に
ついて

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○認知症施策推進５カ年計画（オレンジプラン）　　〔全〕事項要求

（H25～H29）の推進　　　　　　　　  　　　 （〔全〕48億円）
○生涯現役社会の実現に向けた環境整備　　　　　　 〔全〕30億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （〔全〕31億円）

	　　　　　　　〔全〕82億円
　　　　　　 〔全〕29億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・H27.3.31厚労省が「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」を作成＜①関係＞
・H27.6.5「新しい総合事業」のガイドラインの提示＜②関係＞
・H27.1.27　厚労省が「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」を発表＜⑤⑥関係＞
	

	３．介護・福祉施設の整備推進

（１）地域密着型サービス拠点の
整備等
（２）療養病床の再編成
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○地域での介護・福祉施設等の基盤整備　

・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金　　　〔全〕40億円

（スプリンクラー設備補助を含む）    　　　 （〔全〕10億円）
・地域医療介護総合確保基金 〔事〕事項要求（概算要求は非公表）

　介護分野のうち施設分（療養病床の転換支援を含む）

　　　　　　　　 　　　 （〔事〕634億円、うち国庫423億円）

※介護基盤緊急整備等臨時特例交付金事業については震災関連を除き精算期限の延長はなし

	〔全〕21億円

〔事〕634億円
うち国庫423億円

H27補正：〔事〕1,382億円うち国庫921億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・「療養病床等の在り方等に関する検討会」において、現行の療養病床が提供している機能を担う選択肢の案として、「医療を内包した施設類型」、「医療を外から提供する「住まい」と医療機関の併設類型」のサービスモデルの検討がなされている。

	

	Ⅳ　医療保険制度に関する要望
１．医療保険制度の抜本的改革と
持続的かつ安定的な運営確保

（１）国民健康保険制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成に必要な経費　〔全〕3兆5,070億円
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（〔全〕3兆4,679億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費 　　〔全〕2,998億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 （〔全〕3,005億円）


	　　 〔全〕3兆4,333億円

　　　　　〔全〕2,944億円
	

	（２）後期高齢者医療制度について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○後期高齢者医療制度関係経費　　　　　  〔全〕5兆1,301億円

　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　 （〔全〕5兆255億円）


	　　 〔全〕5兆722億円
	

	（３）柔道整復施術療養費の適正化について

①受領委任制度の法制化

②支給対象の明確化

③支給要件の厳格化

④支給額の見直し
	◆予算項目以外の状況
・現時点において、受領委任制度の法制化や柔整療養費の支給基準の見直しなどは示されていない。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．福祉医療費公費負担制度の創設と国庫負担金減額措置の廃止
	◆予算項目以外の状況

○福祉医療費助成制度の国制度化、国民健康保険国庫負担金減額措置の廃止

　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていないが、子どもの医療制度とそれに伴う国庫負担金減額措置の在り方については、厚労省の「子どもの医療制度の在り方等に関する検討会」において現在検討中

	

	Ⅴ　セーフティネット、福祉基盤の整備に関する要望
１．生活保護制度の再構築と生活

困窮者の自立支援

（１）生活保護制度の全額国庫負担

（２）生活保護制度の見直し

（３）医療扶助の見直し

（４）生活困窮者の自立支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○生活困窮者自立支援制度の着実な推進　　　　　 〔全〕577億円
及び生活保護制度の適正実施　　　　　　　　　（〔全〕500億円）

○生活保護費等　　　　　　　　　　　　　〔全〕2兆9,314億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2兆9,934億円）


	〔全〕400億円

〔全〕2兆9,037億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・（1）については、平成27年度から補助制度の再編により、これまで全額国庫負担の事業についても事業ごとに補助率（3/4～1/2）が定められることとなった。

・（2）の一部（稼働年齢層には就労による自立を主とした支援）については、生活保護法の改正により平成26年7月1日から就労自立給付金制度が創設された。また、同法の改正により平成２７年４月から被保護者就労支援事業を実施することとされた。

・（2）の一部及び（3）については、国において引き続き検討

・（4）については、平成27年度から生活困窮者自立支援法及び改正生活保護法が施行され、全国の福祉事務所設置自治体で事業を開始

	

	２．社会福祉法人制度改正の円滑な実施

（１）社会福祉法人制度の見直しに
ついて

（２）事業継続に必要な財産につい
　　て

（３）社会福祉充実計画について

①地域公益事業の範囲及び定義

②地域協議会の設置運営について

③法人外への資金支出について

（４）社会福祉法人組織体制の強化について

	◆概算要求の状況　厚生労働省
・要望内容については、概算要求に含まれていない。


	
	

	
	◆予算項目以外の状況
・「社会福祉法等の一部を改正する法律案」は、平成２７年７月３１日に衆議院可決、参議院継続審査


	

	３．判断能力が十分でない要援護者を支える体制のさらなる強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○介護従事者の確保に関する事業 　　 　　　　　〔全〕※事項要求

（〔全〕※90億円の内数）

　　　　　　　 　※地域医療介護総合確保基金（国2/3　地方1/3）　

	〔全〕※90億円の内数
	

	４．福祉・介護人材の確保、定着
方策の抜本的強化

（１）福祉・介護職員の処遇改善

（２）福祉・介護の人材確保
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○介護従事者の確保に関する事業【再掲】　　　　〔全〕※事項要求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕※90億円の内数）

　　　　　　　 　※地域医療介護総合確保基金（国2/3　地方1/3）

○生活困窮者自立支援法等に係る補助金　　 〔全〕359億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕※218億円の内数）

○保育士修学資金貸付等事業　　　　  Ｈ２７補正：〔全〕566億円
（新規）

・保育対策総合支援事業費補助金の新たなメニューとして実施


	〔全〕※90億円の内数

〔全〕183億円の内数

Ｈ２７補正：〔全〕566億円
国9/10、地方1/10
（特別地方交付税措置）
	※セーフティネット支援対策等事業費補助金


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	５．福祉サービスに係る地域区分の
見直し
	◆予算項目以外の状況

・「自治体の意見を聴取したうえで課題や論点を整理してはどうか」との介護保険給付費分科会の議論を踏まえ、平成27年10月に市町村調査を実施＜介護保険分野＞

・平成27年度は国家公務員の地域手当の見直しを受け、地域区分も見直し（H27.4遡及適用）
＜児童養護等措置分野＞
・H24年度報酬改定における見直しがH27.４月に完全施行されること等を踏まえ、H27.４月は見直し行われず＜障がい者サービス＞
・H27.４月 国家公務員等の地域手当の設定地域等の見直しを受け、社会福祉施設等の措置費対象施設の地域区分の見直しを踏まえ、上乗せ割合等見直された。（区分は8区分）上乗せ割合等の変動地域について、平成29年度まで段階的に引き上げ、平成30年度から完全施行＜障がい児サービス＞

	

	６．ホームレスの自立支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○生活困窮者自立支援法等に係る負担金 　　〔全〕218億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （〔全〕218億円の内数）

○生活困窮者自立支援法等に係る補助金　　 〔全〕359億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （〔全〕283億円の内数）

※平成27年度以降、ホームレスの自立支援に関する事業は、生活
困窮者自立支援法の枠組みを活用して実施

	〔全〕218億円の内数

〔全〕183億円の内数
	

	７．在日外国人無年金者の救済
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されていない。

	

	８．矯正施設退所者等の地域生活

定着促進
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○生活困窮者自立支援法等に係る補助金　　 〔全〕359億円の内数
　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　（〔全〕※218億円の内数）

　　　　　　　　　　　※セーフティネット支援対策等事業費補助金


	〔全〕183億円の内数
	

	９．地域医療介護総合確保基金
	◆概算要求の状況　厚生労働省
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕事項要求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　〔全〕724億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正：〔全〕1,561億円
	〔全〕724億円

※うち都道府県負担分

　241億円

※負担割合
国2/3、都道府県1/3

	

	
	◆予算項目以外の状況
・H26.6　医療介護総合確保法成立により創設

介護施設等の整備と介護人材等の確保・資質向上を図る。

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）
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